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平成30年６月７日 

 

第154回定時株主総会招集ご通知に際しての 
法令及び定款に基づくインターネット開示事項 

 

・連結計算書類の連結株主資本等変動計算書 
・連結計算書類の連結注記表 
・計算書類の株主資本等変動計算書 
・計算書類の個別注記表 

 

 

 

本内容は、法令及び当社定款第16条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（http://www.meitetsu.co.jp/soukai/）
に掲載することにより、株主の皆様に提供し
たものとみなされるものです。 
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連結株主資本等変動計算書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） （単位：百万円）
 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
当期首残高 88,863 23,155 93,164 △ 270 204,913 
当期変動額      
 新株の発行 6,285 6,285   12,570 
 剰余金の配当   △ 4,596  △ 4,596 
 親会社株主に帰属する 
 当期純利益   28,691  28,691 

 自己株式の取得    △ 75 △ 75 
 自己株式の処分  △ 71  316 245 
 土地再評価差額金の取崩   △ 34  △ 34 
 その他資本剰余金の 
 負の残高の振替  71 △ 71  － 

 持分法適用会社の 
 持分変動による変動    △ 0 △ 0 

 非支配株主との取引に係る 
 親会社の持分変動  △ 171   △ 171 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額（純額）      

当期変動額合計 6,285 6,113 23,989 241 36,629 
当期末残高 95,148 29,269 117,153 △ 29 241,542 
 

 

その他の包括利益累計額 
非 支 配 
株主持分 

純 資 産 
合  計 

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損   益 

土地再評価 
差 額 金 

為 替換算 
調 整勘定 

退 職 給 付 
に 係 る 
調整累計額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当期首残高 23,908 △ 197 88,835 △ 12 △ 1,127 111,405 26,493 342,813 
当期変動額         
 新株の発行        12,570 
 剰余金の配当        △ 4,596 
 親会社株主に帰属する 
 当期純利益        28,691 

 自己株式の取得        △ 75 
 自己株式の処分        245 
 土地再評価差額金の取崩        △ 34 
 その他資本剰余金の 
 負の残高の振替        － 

 持分法適用会社の 
 持分変動による変動        △ 0 

 非支配株主との取引に係る 
 親会社の持分変動        △ 171 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額（純額） 5,013 317 △ 137 △ 4 2,200 7,390 2,722 10,113 

当期変動額合計 5,013 317 △ 137 △ 4 2,200 7,390 2,722 46,742 
当期末残高 28,922 120 88,697 △ 17 1,073 118,796 29,216 389,555 
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連結注記表 
 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等） 

１ 連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 119社
主要な連結子会社の名称 
名鉄不動産㈱、名鉄運輸㈱、太平洋フェリー㈱、名鉄協商㈱、岐阜乗合自動車㈱、名鉄
観光サービス㈱、豊橋鉄道㈱、中日本航空㈱、名鉄バス㈱、名鉄観光バス㈱、名鉄タク
シーホールディングス㈱、㈱名鉄百貨店、㈱金沢名鉄丸越百貨店、㈱名鉄マネジメント
サービス、㈱名鉄プロパティ、㈱メイエレック、名鉄自動車整備㈱、㈱メイテツコム、
㈱名鉄アオト、名鉄産業㈱ 

（注１）㈱メイエレックは、平成30年４月１日に商号を名鉄ＥＩエンジニア㈱に変更いたしま
した。 

連結の範囲の変更 
 当連結会計年度において、新たに設立された上海名鉄国際貨運代理有限公司、㈱名鉄ラ
イフサポート、㈱名鉄スマイルプラスの３社と、株式取得により名鉄協商パーキング㈱を
連結の範囲に含めております。 
 一方、平成29年４月１日に和歌山名鉄運輸㈱は大阪名鉄急配㈱を消滅会社として合併し、
商号を関西名鉄運輸㈱に変更いたしました。関東名鉄急配㈱は関東名鉄カーゴサービス㈱、
東京名鉄カーゴサービス㈱を消滅会社として合併し、商号を関東名鉄運輸㈱に変更いたし
ました。岐阜乗合自動車㈱は岐阜バス観光㈱、㈱岐阜バスコミュニティを消滅会社として、
名古屋鉄道㈱は㈱名古屋商工会館を消滅会社として、それぞれ合併をしております。この
ほか、下呂名鉄タクシー㈱、ニッポンレンタカー名鉄㈱は株式の譲渡により子会社ではな
くなったため、連結の範囲から除外しております。 

（2）主要な非連結子会社の名称等 
主要な非連結子会社の名称 
㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 

連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した非連結子会社の数 ０社
持分法を適用した関連会社の数 16社
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主要な会社の名称 
矢作建設工業㈱、宮城交通㈱、㈱電通名鉄コミュニケーションズ 

持分法の適用範囲の変更 
 当連結会計年度において、株式取得により関連会社となったエイトデザイン㈱を持分法
の適用範囲に含めております。 

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 
主要な会社の名称 
㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 

持分法を適用していない理由 
持分法の適用から除外した非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼす影響がいずれも
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 
決算日が連結決算日（３月31日）と異なる連結子会社は12月末日決算会社（６社）で

あり、各社の決算日に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。 
なお、当連結会計年度から、２月末日決算会社２社は決算日を３月末日に変更しており

ます。また、当該連結子会社については、決算期変更により当連結会計年度においては13
ヶ月間の計算書類を使用しております。 

４ 会計方針に関する事項 
（1）資産の評価基準及び評価方法 
分 譲 土 地 建 物  個別法に基づく原価法 

  （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

  主として総平均法に基づく原価法 
  （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
有 価 証 券   

満期保有目的の債券  償却原価法 
その他有価証券   
時価のあるもの  期末決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定） 

時価のないもの  主として移動平均法に基づく原価法 
デ リ バ テ ィ ブ  時価法 
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（2）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社では、鉄軌道事業の車両については定率法、その他については定額法によってお
ります。ただし、鉄軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっておりま
す。また、連結子会社では、主として定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間によっております。 
③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（3）工事負担金等の会計処理 

当社及び一部の連結子会社は、鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行
うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けており、これら
の工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価
から直接減額して計上しております。 
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、

固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上して
おります。 

（4）引当金の計上基準 
① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準によ
り計上しております。 

③ 商品券等引換引当金は、一部の連結子会社においては、負債計上を中止した商品券等が
回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を
計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社においては、役員に対して支給する退職慰労
金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤ 整理損失引当金は、今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込相当額を計上し
ております。 
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（5）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は、決算日の直物為替相場による円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

（6）収益及び費用の計上基準 
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高と売上原

価を計上する方法によっております。 
（7）のれんの償却方法及び償却期間 

主として10年間で均等償却をしております。 
（8）その他連結計算書類作成のための重要な事項 
① ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処理の要件を満たす通貨ス
ワップについては振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処
理を、それぞれ採用しております。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付に係る負債は、従業員の退職時に支給する退職給付に充てるため、当連結会

計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上
しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による主として定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１年～10年）による主として定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期
より（一部の連結子会社は発生した期より）費用処理しております。 
未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。 

③ 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 
（1）担保資産 
      建物及び構築物ほか 227,282百万円 
（2）担保付債務（１年以内返済額を含む） 
      長期借入金ほか 33,913百万円 

２ 有形固定資産の減価償却累計額 697,731百万円 

３ 保証債務 
他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保証を行っております。 

   上飯田連絡線㈱ 332百万円 
   中部国際空港連絡鉄道㈱ 224百万円 
   ㈱武蔵開発 36百万円 

４ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から 
  直接減額された工事負担金等累計額 176,592百万円 

５ 土地の再評価 
当社、連結子会社９社及び持分法適用関連会社１社において、｢土地の再評価に関する法

律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す
る法律｣（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行っておりま
す。 
当社及び連結子会社の評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した後、親会社の持分相当額を
｢土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。また、持分法適用関連会社の
評価差額の当社持分相当額については、当該差額に係る税金相当額を控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

（1）再評価の方法 
主として、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行う算出方法を原則とし、一部
の土地については同条第４号に定める算出方法によっております。 

（2）再評価を行った年月日 
当社、名鉄運輸㈱ほか連結子会社４社 

平成14年３月31日 
㈱名鉄百貨店ほか連結子会社３社 

平成12年３月31日～平成14年２月28日 
  



 
01_0548010093006.docx 
 5/18/2018 4:19:00 PM印刷 7/16 

― 7 ― 

（3）同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額との差額 9,091百万円 

（注１）当社、名鉄不動産㈱、名鉄協商㈱、㈱金沢名鉄丸越百貨店については、当連結会計年度
末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差
額を記載しておりません。 

 
（連結損益計算書に関する注記） 

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が運輸 
業等営業費及び売上原価に含まれております。 338百万円 

 
（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１ 当連結会計年度末における発行済株式の総数 
普通株式 190,467,450株

（注１）当社は、平成29年10月１日付で株式併合（普通株式５株を１株に併合）を実施してお
ります。 

２ 剰余金の配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

平成29年６月28日開催の第153回定時株主総会決議による配当に関する事項 
・配当金の総額 4,596百万円 
・１株当たり配当金額 ５円 
・基準日 平成29年３月31日 
・効力発生日 平成29年６月29日 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
平成30年６月27日開催の第154回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 
・配当金の総額 5,237百万円 
・１株当たり配当金額 27.5円 
・基準日 平成30年３月31日 
・効力発生日 平成30年６月28日 

なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項 
当社グループは、資金運用について、一時的な余資は短期的な預金等に限定し、資金調達

については、主に社債発行及び銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式などであり、市場価
格の変動リスクに晒されております。当社グループでは、定期的に時価や発行体（取引先企
業）の財務状況等を把握するとともに、取引先企業との関係を勘案し保有状況の見直しを継
続的に行っております。 
借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに

対して金利スワップ取引等を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバ
ティブ取引は、借入金に係る金利変動リスク、外貨建金銭債務に係る為替変動リスク、燃料
油に係る価格変動リスクを回避する目的で利用しており、その取引は内部管理規程に従い実
需の範囲で行っており、投機的な取引は行わない方針であります。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。 
（単位：百万円）  

 連 結 貸 借 
対照表計上額 時 価 差 額 

（1）現金及び預金 22,589 22,589 － 
（2）受取手形及び売掛金 57,808 57,808 － 
（3）有価証券及び投資有価証券    
①関係会社株式 7,960 6,581 △ 1,378 
②その他有価証券 77,145 77,145 － 

資 産 計 165,503 164,124 △ 1,378 
（4）支払手形及び買掛金 69,163 69,163 － 
（5）短期借入金 22,499 22,499 － 
（6）社債（１年以内償還予定を含む） 187,180 197,639 10,459 
（7）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 204,150 208,716 4,566 

負 債 計 482,992 498,019 15,026 
（8）デリバティブ取引（※） 180 180 － 

 
（※） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については（ ）で表示しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。 

（3）有価証券及び投資有価証券 
これらの時価について、主に市場価格によっております。譲渡性預金については、

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。 

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 
（6）社債（１年以内償還予定を含む） 

社債の時価について、主に市場価格を基に算定する方法によっております。 
（7）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。一部の外貨建の長期
借入金は通貨スワップの振当処理の対象とされ、また、一部の変動金利による長期
借入金は金利スワップの特例処理の対象とされております。当該長期借入金につい
ては、当該通貨スワップ及び金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算
定する方法によっております。 

（8）デリバティブ取引 
デリバティブ取引の時価について、取引先金融機関から提示された価格によって

おります。 
ただし、通貨スワップの振当処理及び金利スワップの特例処理によるものは、ヘ

ッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額12,330百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、｢(3)有価証券及び投資有価証券 ②その他有価証券」には含めておりません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社及び一部の連結子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のテナントビル、

駐車場、その他賃貸施設等（土地を含む）を有しております。 

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 
（単位：百万円）  

連結貸借対照表計上額 時価 
134,184 162,421 

 
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。 
（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価

書に基づく金額、その他の物件については、｢不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算
定した金額であります。また、重要性が乏しい物件については、固定資産税評価額に合
理的な調整を行う方法等により算出した金額であります。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 1,892円14銭 

２ １株当たり当期純利益 155円４銭 
（注１）当社は、平成29年10月１日付で株式併合（普通株式５株を１株に併合）を実施しており、

｢１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」につきましては、当連結会計年度
の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。 

 
連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の金額は、百万円未満を切捨

てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） （単位：百万円）
 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本 剰 余 金 
資本剰余金 
合   計 利益準備金 

その他利益 
剰 余 金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 
剰 余 金 

当期首残高 88,863 21,351 － 21,351 2,807 17,693 20,501 

当期変動額        

 新株の発行 6,285 6,285  6,285    

 剰余金の配当      △ 4,596 △ 4,596 

 当期純利益      18,642 18,642 

 自己株式の取得        

 自己株式の処分   △ 71 △ 71    

 土地再評価差額金の取崩      △ 28 △ 28 
 その他資本剰余金の 
 負の残高の振替   71 71  △ 71 △ 71 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額（純額）        

当期変動額合計 6,285 6,285 － 6,285  13,945 13,945 

当期末残高 95,148 27,636 － 27,636 2,807 31,639 34,447 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 
純 資 産 
合   計 自 己 株 式 株 主 資 本 

合   計 
そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

土地再評価 
差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △ 252 130,464 20,622 84,612 105,234 235,698 

当期変動額       

 新株の発行  12,570    12,570 

 剰余金の配当  △ 4,596    △ 4,596 

 当期純利益  18,642    18,642 

 自己株式の取得 △ 75 △ 75    △ 75 

 自己株式の処分 316 245    245 

 土地再評価差額金の取崩  △ 28    △ 28 
 その他資本剰余金の 
 負の残高の振替  －    － 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額（純額）   4,238 △ 138 4,100 4,100 

当期変動額合計 241 26,756 4,238 △ 138 4,100 30,857 

当期末残高 △ 11 157,220 24,861 84,474 109,335 266,556 
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個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
（1）た な 卸 資 産 

貯 蔵 品 総平均法による原価法 
（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（2）有 価 証 券 
満期保有目的の債券 償却原価法 

子会社株式及び
関 連 会 社 株 式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  
時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

鉄軌道事業の車両については定率法、その他については定額法によっております。ただ
し、鉄軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっております。 

（2）無形固定資産 
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

３ 工事負担金等の会計処理 
鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より

工事費の一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、工事完成時に当
該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。 
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定

資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しておりま
す。 
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４ 引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

（2）賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しており

ます。 
（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 
② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。 

（4）整理損失引当金 
今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込相当額を計上しております。 

（5）債務保証損失引当金 
債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込相

当額を計上しております。 

５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
（1）ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たす通貨スワップについては振当処理を採用しており、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては特例処理を、それぞれ採用しております。 

（2）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（3）リース取引の会計処理 
リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（4）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会
計処理の方法と異なっております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 
（1）担保資産 

鉄軌道事業固定資産（鉄道財団） 220,805百万円 
その他の投資等 10百万円 

（2）担保付債務（１年以内返済額を含む） 
長期借入金（財団抵当借入金） 28,287百万円 

２ 有形固定資産の減価償却累計額 432,216百万円 

３ 事業用固定資産 
有 形 固 定 資 産 506,853百万円 

土 地 239,258百万円 
建 物 75,332百万円 
構 築 物 169,523百万円 
車 両 14,633百万円 
そ の 他 8,104百万円 

無 形 固 定 資 産 2,680百万円 

４ 保 証 債 務 
他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保証を行っております。 
㈱名鉄百貨店ほか10社 2,755百万円 

（注） 上記のほか、当社の完全子会社であり、ＩＣカード乗車券発行事業及び電子マネーサー
ビス事業を営む㈱エムアイシーとの間に、同社が負担する債務について、包括的に保証
する契約を締結しております。 

５ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 68,779百万円 短期金銭債務 12,040百万円
長期金銭債権 613百万円 長期金銭債務 2,882百万円

６ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 170,176百万円
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７ 土地の再評価 
｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律｣（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用
土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と
して純資産の部に計上しております。 

（1）再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行う算出方法を原則とし、一部の土地につ
いては同条第４号に定める算出方法によっております。 

（2）再評価を行った年月日 平成14年３月31日
 

（損益計算書に関する注記） 

１ 営 業 収 益 107,843百万円 

２ 営  業  費 86,133百万円 
運 送 営 業 費 及 び 売 上 原 価 57,531百万円 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,015百万円 
諸 税 5,930百万円 
減 価 償 却 費 17,654百万円 

３ 関係会社との取引高 
営 業 取 引 に よ る 取 引 高
営 業 収 益 9,803百万円 
営 業 費 10,408百万円 

営業取引以外の取引による取引高 20,361百万円 
 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 
普通株式 4,212株 

 
（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、退職給付関係、投資有価証券等評価損の否認
等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。 
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、鉄軌道事業固定資産の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ㈱名鉄マネジメント サービス 
所有 
直接 100.0％ 

資金の貸付 
役員の兼任 

資金の貸付 
（注１） 

百万円 
839 

短期貸 
付金 

百万円 
67,286 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引

であり、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、取引金額にお
いては純額で表示しております。 

（注２）取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 
 
（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 1,399円51銭 

２ １株当たり当期純利益 100円73銭 
（注） 当社は、平成29年10月１日付けで普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合

を行っております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり
純資産額及び１株当たり当期純利益を算出しております。 

 
貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の金額は、百万円未満を切捨てて表示して

おります。 
 


